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Ⅰ　高齢者のサポート・ネットワーク研究の背景

　直系家族を伝統とする日本社会では，高齢者は
家族という集団に内包され，扶養される存在とし
て扱われてきた。しかし，戦後の日本に生じたさ
まざまな変化は高齢期の生活を一変させ，近年「家
族の中の高齢者」から「個としての高齢者」とし
てとらえる視点〔安達（1999）〕が提起されている。
集団や組織の一員としての個人の社会関係から，
それに規制されない自立した個人が主体的に取り
結んでいる人間関係とその機能に注目が集まるよ
うになった〔笠谷（2003）; 藤崎（1998）〕。
　ネットワークという分析手法は，1950年代から
欧米における文化人類学や社会学を中心に発達
し，日本の高齢者の人間関係の分析に用いられる
ようになったのは1980年代からである。「ソーシャ
ル・ネットワーク」は対人関係の構造的側面，「ソー
シャル・サポート」はその機能的側面に着目した
ものである〔野口（1991）〕。「サポート・ネットワー
ク」は人々の日常的なソーシャル・ネットワーク
のなかで，何らかの援助が必要な時に選択され，
または期待されるネットワークである。
　藤崎（1998）は，サポート・ネットワーク研究
の隆盛を一種の「流行」ととらえ，その背景とし
て，個人の所属集団に対する自立性の強化と全体
社会への依存度の強化，専門家の専門性の高まり
と同時にみえてくる私的なネットワークの重要性
への気づきなどを挙げている。笠谷（2003）はさ
らに，先進国を中心とした人口の高齢化と要介護
者の大量出現などの理由を挙げている。

　これらの背景に加えて，近年日本社会で生じて
いるインフォーマルなサポート・ネットワークの
衰退傾向が挙げられる。サポート・ネットワーク
で最も重視される世帯員の変化をみると，高齢者
の単独世帯・夫婦のみ世帯の合計は，2004年以降
過半数を超えた〔内閣府（2012）〕。高齢期の生活
とかかわりの深い地域社会での近隣関係は，長期
的に希薄化する傾向にある〔内閣府（2007）〕。和
気（2007）は日本全国の高齢者のソーシャル・サ
ポートを，1991年と2005年で比較し，同居家族，
別居子，きょうだい・親戚，近隣，近隣以外の友
人といったすべてのソーシャル・サポートがこの
15年間で低減していることを明らかにしている。

Ⅱ　本稿の目的

　本稿の目的は，これまでのサポート・ネットワー
ク研究であまり扱われていないインフォーマルな
サポート・ネットワークとNon-primary groupと
の関係，および社会保障制度への意識との関連に
ついて，日本全国の20 〜 89歳男女個人を対象と
するJGSS-2010データに基づいて考察することで
ある。高齢者を取り巻くインフォーマルなサポー
ト・ネットワークが高齢期家族の単独・夫婦世帯
化の中で，衰退傾向にある。社会保障制度や社会
福祉サービスが発達しつつある現代日本において
は，インフォーマル・ネットワークの外部にある
リソースについても分析視角を広げる必要があ
る。高齢者のサポート・ネットワーク研究では，
社会的資源の源泉となる他者の間に代替の序列が
存在し，優先順位の高い他者が十分な支援を提供
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できないときに，優先順位の低い他者が支援を提
供するという階層的補完モデル〔Cantor（1979）; 
古谷野（1992）; 浅川ほか（1999）; 小林（2005）〕
や，サポートの内容により効果的に課題を遂行で
きる関係が異なるという課題特定モデル〔Litwak 
& Szelenyi（1969）; 浅川ほか（1999）〕が指摘さ
れている。階層的補完モデルにしたがえば，イン
フォーマルなサポート・ネットワークが乏しい場
合にフォーマルな資源が選択され，社会保障制度
をより強化するべきであるという意識が増大する
と予想することができる。
　以下に，高齢者のサポート・ネットワークに関
する先行研究を概観し（Ⅲ），本稿の分析枠組と
データを提示し（Ⅳ），高齢者のサポート・ネッ
トワークの特徴と社会保障政策意識との関連を分
析して（Ⅴ），要約と考察を行う（Ⅵ）。

Ⅲ　高齢者のサポート・ネットワークに関する
　　先行研究

　高齢者のサポート・ネットワークについては，
社会老年学を中心に社会関係の特徴や，社会関係
が主観的well-beingに及ぼす効果に関する分析が
精力的に行われている。まず，高齢者のソーシャ
ル・サポートの測定方法と，そのいくつかの課題
からまとめる。
　第一に，サポートの機能分類では，情緒的サポー
トと手段的サポートに区別することが，ある程度
の共通了解となっている〔野口（1991）; 和気
（2007）〕。ただし，その具体的な調査項目は，研
究者によって異なる。サポートの内容を尋ねる際
には，ネームジェネレータ方式とリソースジェネ
レータ方式の双方がみられるが，ネームジェネ
レータ方式は質問数が多くなり回答者の負担が増
す問題点が指摘されている〔浅川ほか（1999）〕。
情緒的サポートは，家族・親族だけでなく近隣や
友人にも期待される傾向にあり，手段的サポート
は家族や親族に限定して期待される傾向にある
〔野口（1991）; 平野（1998）; 野辺（1999）; 古
谷野（2009）; 村田ほか（2011）〕。
　第二に，サポートが認知的・主観的なものか，

行動的・客観的なものかの区別がある。認知的・
主観的なものは，「してくれそうかどうか」とい
う予期や期待，可能性を尋ね，行動的・客観的な
ものは「実際にしてくれたかどうか」という実績
や経験を尋ねる。先行研究ではサポートの内容の
特殊性や分析上の問題から，認知的・主観的なも
のを扱う研究が多い。行動的・客観的なサポート
の側面を把握しようとすると，サポートを必要と
する生活上の問題自体が一定期間生じない場合
に，サポート・ネットワークを把握できない問題
がある。他方で，認知的・主観的サポートは，実
際に問題が生じた時に回答者が本当に期待してい
る他者にサポートを求め，その他者がサポートを
提供するかどうかはわからず，高齢者の社会関係
の様態を適切に反映しているのか定かではないと
の指摘もある〔古谷野（2004）〕。サポート・ネッ
トワーク研究で見落とされがちなのは，サポート
を必要とする出来事自体がどの程度生じているの
か，ということである。高齢者は若年者や中年者
と比較して，生活上の困難が日常的に起きている，
という研究者側の前提が存在しているように思わ
れる。
　第三に，サポート提供者をどのように区分する
かについては，Litwak & Szelenyi（1969）の第一
次集団論やKahn & Antonucci（1980）のコンボイ
システムの概念に依拠するものが多い。研究の初
期では，日本の老親扶養が家族によって担われて
きた背景から，同居家族や別居子との交流に限定
する研究がみられたが，次第に近隣や友人・知人
を含むインフォーマル・ネットワーク全体を分析
視角に含める傾向が強まった。しかし，近年にお
いても，インフォーマル・ネットワークの外部に
あるNon-primary groupを分析に含めた研究は少
ない〔笠谷（2003）〕。ソーシャル・サポート研究
は「日常的に付き合いのある関係」や「親しい関
係」によって切り取られるソーシャル・ネットワー
ク研究から展開してきたために，医療・福祉分野
の専門職の人々などが第一次集団の外部へと捨象
されているのではないか。
　次に，先行研究の知見を概観する。高齢期のサ
ポート・ネットワーク研究では，性別，社会階層，
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居住地域によってサポート・ネットワークの特徴
がどのように異なるか，という観点から分析した
論文が多い。
　性差に着目した研究によると，男性は配偶者を
中心とした狭いネットワークを，女性は子どもや
近隣・友人を含む柔軟なネットワークを形成して
いる〔玉野ほか（1989）; 玉野（1990）; 杉井ほか
（1992）; 野辺（1999）; 大和（2000）〕。社会的に
孤立しやすいのは高齢男性である〔石田（2007）; 
斉藤ほか（2010）〕。
　社会階層に着目した研究では，学歴が高く経済
的に豊かな高齢者ほど多様なサポート・ネット
ワークを構成している，という知見が多い〔たと
えば，上野（1987）; 大和（2000）; 宍戸（2006）〕。
なかでも「ケアのネットワーク」と「交際のネッ
トワーク」について男女別に分析した大和（2000）
の研究結果は注目される。大和は「交際のネット
ワーク」は男女とも社会階層が高いほうがネット
ワークの構成が多様になるが，「ケアのネットワー
ク」は男性では社会階層が高いほうが配偶者と子
どもに限定されたネットワークになり，女性では
社会階層が高いほうが家族に加えて専門機関を
ネットワークに含める人が多くなり構成が多様に
なると指摘している。
　サポート・ネットワークの居住地域や都市度に
よる違いに関しては，研究対象が特定の地域，特
に都市部の高齢者に限定されていると指摘されて
いる〔笠谷（2003）〕。都市社会学の分野では，高
齢者に限定していないが，「コミュニティ問題」
〔Wellman（1979）〕や「下位文化理論」〔Fischer
（1982）〕の検証が精力的に行われている。これ
らの研究では，都市部ほど非親族である友人の数
または中距離に住む友人の数が多く，ネットワー
クに占める友人の割合が多い，ということが共通
している〔Fischer（1982）; 大谷（1995）; 松本
（2005）; 赤枝（2011）〕。
　高齢期の社会関係やソーシャル・サポートが，
対象者の状態にどのような影響をあたえるのかに
着目した研究については，圧倒的に主観的well-
beingの状態（たとえば，モラール，主観的幸福感，
精神的健康，ストレス，抑うつ傾向など）と社会

関係の関連を扱う研究が多い。これらの研究では，
ソーシャル・ネットワークやソーシャル・サポー
トは，主観的well-beingにポジティブな影響を与
え〔Larson（1978）〕，このポジティブな効果は性
別や婚姻状態によって異なることが報告されてい
る〔古谷野（1992）; 原田（2005）; 宍戸（2008）〕。
　本稿で扱うサポート・ネットワークと社会保障
政策への意識との関連については先行研究がほと
んどない。社会的ネットワークと在宅ケアサービ
スや保健福祉サービスの利用に対する態度との関
連を扱う研究はいくつかみられる。山田（1997）
は，東京都の70歳代の在宅高齢者を対象に，社会
的ネットワークと在宅ケアサービスの利用に対す
る態度との関連を検証している。配偶者や同居子
がいない場合にサービス利用に対する肯定的態度
が高まり，性別，学歴，年収などの属性要因も肯
定的態度に影響を与えている。また，小林（2000）
は，日本全国の60歳以上を対象に，社会的ネット
ワークと保健福祉サービスへの関心や認知との関
連を検討している。別居子は保健福祉サービスの
認知を高める重要な情報源になっており，同居子
は自らがサポートを提供することで公的サポート
への関心や認知を低めている。岩渕（2002）は，
北海道の60 〜 79歳を対象に福祉サービスへの関
心と態度を分析している。男性の方が福祉サービ
スへの関心や肯定的態度が弱く，同居子がいると
福祉サービスへの関心が低くなり，世帯収入が高
いほど福祉サービスへの肯定的態度は弱まると指
摘している。

Ⅳ　本稿の分析枠組とデータ

　本稿では，高齢者のサポート・ネットワークの
うち情緒的サポートと手段的サポートに注目し，
若年層や中年層との比較からその特徴を明らかに
する。高齢者のサポート・ネットワーク研究では，
調査対象が高齢者に限定されているものが多く，
若年層や中年層と比較して，どのように異なるの
かということはあまり指摘されていない。情緒的
サポートと手段的サポートは，行動的・客観的な
視点から測定する。社会保障政策への意識との関
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連を検討する上では，日常生活においてサポート
を必要とする出来事がどの程度生じており，問題
が生じた時に実際に誰からサポートを受けたのか
という情報が大切だからである。過去1年間に情
緒的サポート（心配事を聞いてほしい）や手段的
サポート（経済的な面で助けてほしい，家事・育
児・介護などその他の手助けをしてほしい）を必
要とする出来事の有無を尋ね1），出来事があった
場合に誰からサポートを受けたのかを尋ねる。サ
ポートを必要とする出来事があった場合の提供者
の続柄は，①同居家族，②その他の親族，③職場
の人，④近所の人，⑤友人，⑥専門職の人の6区
分とし2），あてはまる提供者すべてに○をつけて
もらうマルチアンサー形式で回答を得た。
　分析では，第1にサポートを必要とする出来事
の発生率を確認し，サポートを必要とする出来事
があった人々のサポート・ネットワークの構造を
検討する。第2に，65歳以上に限定して，サポート・
ネットワークを規定する諸要因を検討する。基本
属性として，性別，年齢，学歴，居住地の都市規
模，健康状態，就労状態，世帯収入のレベル，ケ
アを必要とする家族の介護者であるかどうかに関
する変数を投入する。社会的ネットワークに関す

る要因としては，回答者のきょうだい数，配偶者
の有無，子との同居類型，地域集団への参加，友
人との接触頻度を投入する。第3に，サポート・ネッ
トワークが社会保障政策への意識に及ぼす影響を
検討する。社会保障政策への意識は，「高齢者の
生活保障（生活費）」ならびに「高齢者の医療・
介護」が「個人や家族の責任」か，それとも「国
や自治体の責任」かを5段階で尋ねている3）。こ
の2項目は2000年から毎年，または隔年に尋ねて
おり，介護保険制度が導入された2000年以降，高
齢者扶養は「国や自治体の責任」とする割合が著
しく増加した（図1）。この意識の規定要因を，サ
ポート・ネットワークの観点から明らかにするこ
とは意義がある。本稿の分析に使用する変数の定
義と記述統計量は，付表1に記載する4）。
　使用するデータは，大阪商業大学JGSS研究セ
ンターが東京大学社会科学研究所の協力を得て
2010年2 〜 4月に実施したJGSS-2010のデータであ
る。JGSS-2010は，日本全国の600地点から20 〜
89歳の男女9,000人を無作為に抽出し（層化二段
無作為抽出），面接・留置併用法によってデータ
を収集している。面接調査票は対象者全員に，留
置調査票はA票とB票の2種類があり，対象者をラ

図1　高齢者に対する社会保障政策に関する意識の推移

「国や自治体の責任」（4+5）の回答割合（20 〜 89歳男女全体）
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ンダムに2等分している。本稿の分析は留置B票
該当データであり，有効回答数は2,496（有効回
収率62.14%），うち65歳以上は771（男性387，女
性384）である。

Ⅴ　分析

　1　若年層・中年層と比較した高齢者のサポー
ト・ネットワークの特徴

　過去1年間の情緒的および手段的サポートを必
要とした出来事の発生率が図2である。高齢者は

図2　過去1年間にサポートを必要とした出来事の発生率

図3-1　情緒的サポートを必要とした回答者に対するサポート提供者

図3-2　手段的サポートを必要とした回答者に対するサポート提供者

男性

男性

女性

女性
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サポートを必要とすることが多いというイメージ
があるが，データは逆の傾向を示している。サポー
トを必要とする出来事の発生率は若年層で高く，
高齢層で低く，後期高齢層で若干高い。
　サポートを必要とする出来事が生じた時に，実
際に誰からサポートを受けたのかを示した結果が
図3-1と図3-2である。情緒的サポートについては，
親族以外にも非親族が重要なサポート源となる
が，高齢になるにつれて職場や友人のサポート・
ネットワークが縮小する。専門機関からのサポー
トは，男女とも3%前後と非常に少ない。手段的
サポートについては，情緒的サポートと異なり，
非親族が果たす役割が小さい。サポートの内容に
より効果的に課題を遂行できる関係が異なるとい
う課題特定モデルに沿う結果である。専門機関か
らのサポートは年齢とともに微増し，高齢後期に
は10%を超える。両サポートとも女性の方が男性
よりも得やすい傾向にある。
　以上は，マルチアンサー形式の回答分布の結果
であり，回答者によっては，実際にサポートを必
要とする出来事が起こっても6つのサポート提供
主体すべてに○がない場合や，複数のサポート主

体に○をつける場合など様々である。このような
回答パターンを把握するには，回答の組み合わせ
による分析が有効である。6つの提供主体の回答
の組み合わせは64通りになり分析が煩雑になるの
で，ここでは同居家族とその他親族を「家族・親
族」，職場・近隣・友人を「非親族」と括り，こ
れに専門機関を加えて3つの提供主体の回答パ
ターンの組み合わせ（23=8通り）を作成し，提示
する（表1）。男女ともに高齢になるにつれて，非
親族をサポート・ネットワークに包含するパター
ンが減少し，家族・親族限定型や孤立型が増加す
る。特に手段的サポートでは，高齢になるにつれ
て孤立型の増加が顕著であり，家族・親族からの
サポートが得られない場合に，他のインフォーマ
ルなサポートが補完しないまま孤立してしまう状
況が読み取れる。
　このサポート・ネットワークの構造は，高齢者
の社会的な「孤立」の度合いを適切に反映してい
るだろうか。表2は65歳以上の孤独感を規定する
要因である。表1の8つの回答パターンは，ケース
数に注目して4つの類型に分類した5）。
　表2に示すように，サポート・ネットワークの

表1　サポートを必要とした回答者に対するサポート提供者の組合せ
（列%）

情緒的サポート・ネットワーク 男性 女性
回答パターン組合せ 20-34歳 35-49歳 50-64歳 65-74歳 75-89歳 20-34歳 35-49歳 50-64歳 65-74歳 75-89歳
孤立型 16% 15% 25% 21% 23% 4% 4% 5% 11% 13%
専門機関のみ 1% 0% 2% 0% 1% 0% 0% 0% 1% 2%
非親族のみ 31% 18% 13% 6% 11% 18% 15% 16% 15% 13%
非親族+専門機関 0% 0% 0% 0% 0% 2% 1% 0% 0% 0%
家族・親族のみ 12% 30% 36% 46% 49% 12% 17% 26% 36% 52%
家族・親族+専門機関 1% 0% 0% 1% 2% 1% 1% 0% 1% 0%
家族・親族+非親族 39% 36% 22% 23% 13% 61% 58% 50% 35% 16%
家族・親族+非親族+専門機関 1% 2% 1% 2% 1% 3% 4% 2% 1% 4%
n 144 205 232 140 99 208 329 333 162 99

手段的サポート・ネットワーク 男性 女性
回答パターン組合せ 20-34歳 35-49歳 50-64歳 65-74歳 75-89歳 20-34歳 35-49歳 50-64歳 65-74歳 75-89歳
孤立型 7% 22% 35% 40% 33% 7% 10% 15% 26% 21%
専門機関のみ 0% 1% 2% 1% 7% 1% 1% 2% 3% 3%
非親族のみ 4% 3% 4% 3% 1% 2% 3% 5% 2% 2%
非親族+専門機関 0% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1%
家族・親族のみ 71% 66% 50% 49% 48% 74% 74% 67% 60% 61%
家族・親族+専門機関 2% 1% 5% 5% 8% 2% 2% 3% 3% 5%
家族・親族+非親族 16% 7% 4% 3% 4% 15% 9% 7% 6% 6%
家族・親族+非親族+専門機関 1% 1% 1% 0% 0% 1% 1% 1% 0% 1%
n 122 186 184 106 77 178 274 223 116 87



296 Vol. 48　No. 3季 刊 ・社 会 保 障 研 究

効果は基本属性をコントロールしても有意であ
る。サポートを必要とする出来事がないグループ
と比較して，サポートを必要とする出来事があっ
たグループではおおむね孤独感が高く，特に孤立
型と専門機関内包型の孤独感が高い。孤立型で孤
独感が高いのは当然の結果であり，サポート・ネッ
トワークの指標が孤立の程度をある程度とらえて
いると考えてよい。専門機関のサポートを受けた
回答者に孤独感が高いのは，インフォーマルなサ
ポート・ネットワークに頼れなかった，または，
頼れたとしてもインフォーマルなサポート・ネッ
トワークだけでは対処できないような困難に直面
したためではないかと思われる。

　2　高齢者のサポート・ネットワークの規定要因
　ここからは，65歳以上において，サポートを必
要とする出来事の発生率，および，サポートを必
要とする出来事が生じた際のソーシャル・サポー
トの有無が，いかなる要因によって規定されるの
かを探る。表3-1（情緒的サポート）と表3-2（手

段的サポート）に結果を示す。表中の数値はオッ
ズ比である。
　情緒的サポートは，女性，中学校卒，健康状態
が悪い，世帯収入のレベルが低い，未婚子と同居，
現在ケアを必要とする家族を介護している場合に
サポートを必要とする出来事が生じやすい。手段
的サポートは，町村部在住，健康状態が悪い，世
帯収入が低い，既婚子と同居，友人との接触頻度
が高い，ケアを必要とする家族を介護している場
合にサポートを必要とする出来事が生じやすい。
既婚子と同居する高齢者に出来事が生じやすいの
は，支援を必要とする状態にある高齢者が既婚子
と同居しやすいという逆の因果が考えられるし，
サポートを依頼しやすい関係が身近にいること
で，サポートを必要とする出来事を認識しやすく
なったという可能性も考えられる。2種類のサポー
トのいずれについても健康状態，経済状態，およ
びケアを必要とする家族の存在が有意であり，こ
れらの状態が生活問題の発生率を左右している。
　サポートを必要とする出来事があった高齢者に

表2　65歳以上のサポート・ネットワークと孤独感（重回帰分析）
b b b

性別（ref.男性） 女性 −0.07 −0.08 −0.08
年齢 65 〜 89歳 0.01 0.00 0.00
健康状態 1：悪い〜 5：良い −0.24 ＊＊ −0.20 ＊＊ −0.21 ＊＊
就労状態（ref.=非就労） 就労 0.00 −0.01 0.01
世帯収入のレベル 1：低い〜 5：高い −0.11 ＊＊ −0.10 ＊＊ −0.10 ＊＊
配偶者の有無（ref.有配偶） 無配偶 0.72 ＊＊ 0.69 ＊＊ 0.72 ＊＊
性別と配偶者の有無の交互作用項 女性×無配偶 −0.39 ＊＊ −0.36 ＊ −0.38 ＊＊
子との同居（ref.=子と非同居） 既婚子と同居 −0.15 + −0.17 ＊ −0.16 +

未婚子と同居 −0.12 −0.14 + −0.13 +
子どもなし 0.06 0.07 0.08

集団・組織参加（ref.非参加） 参加 0.06 0.06 0.04
友人との会食頻度（ref.年に数回以上） 週に1回以上 −0.09 −0.09 −0.09

年に1回以下 0.03 0.01 0.02
情緒的サポート（ref.必要とする出来事なし） 孤立型 0.31 ＊＊

家族・親族限定型 0.26 ＊＊
非親族内包型 0.19 ＊
専門機関内包型 0.38 +

手段的的サポート（ref.必要とする出来事なし） 孤立型 0.25 ＊＊
家族・親族限定型 0.14 +
非親族内包型 −0.11
専門機関内包型 0.38 ＊

切片 1.45 1.26 1.38
Adjusted R2 0.14 0.16 0.16
n 714 714 714

＊＊ p<.01, ＊ p<.05, + p<.10
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表3-1　65歳以上の情緒的サポートを必要とする出来事の有無と各種サポートの有無の規定要因（2項ロジスティック回帰分析）
支援を必要
とする出来

事あり

支援を必要とする出来事があった回答者
家族・親族
サポート

非親族
サポート

専門機関
サポート 孤立型

exp（b） exp（b） exp（b） exp（b） exp（b）
性別（ref.男性） 女性 1.38 + 1.45 2.16 ＊＊ 0.89 0.47 ＊＊
年齢 65 〜 89 1.00 0.97 0.96 ＊ 1.09 + 1.02
学歴（ref.高校卒） 中学校卒 1.53 ＊ 1.08 0.64 + 2.02 1.14

大学卒 1.23 0.89 0.96 0.94 1.37
都市規模（ref.その他の市） 町村 0.80 1.37 0.64 + 0.96 0.93

大都市 0.96 1.12 0.49 ＊ 1.72 1.31
健康状態 1：悪い〜 5：良い 0.55 ＊＊ 1.01 1.01 0.72 1.07
就労状態（ref.非就労） 就労 1.04 0.70 0.80 0.96 1.46
世帯収入のレベル 1：低い〜 5：高い 0.78 ＊ 1.04 1.08 1.76 + 0.87
きょうだい数 0人〜 6人以上 1.00 1.05 0.97 1.04 0.93
配偶者の有無（ref.有配偶） 無配偶 1.29 0.61 + 1.54 + 0.73 0.92
子との同居（ref.子と非同居） 既婚子と同居 1.30 2.52 ＊＊ 0.60 + 0.36 0.39 ＊

未婚子と同居 1.49 + 0.92 1.13 0.67 1.12
子どもなし 0.74 0.40 ＊ 1.09 0.91 1.64

集団・組織参加（ref.非参加） 参加 1.24 1.14 1.58 + 0.62 0.65
友人との会食頻度（ref.年に数回以上） 週に1回以上 1.18 0.53 ＊ 2.01 ＊ 1.19 1.19

年に1回以下 1.25 1.07 0.38 ＊＊ 1.11 1.51
ケアが必要な家族の介護者（ref.いいえ） はい 1.68 + 1.80 2.07 ＊ 1.59 0.71
家族・親族サポート（ref.なし） あり — — 0.84 0.44 —
非親族サポート（ref.なし） あり — — — 0.30 ＊ —
Cox & Snell 0.10 0.08 0.18 0.04 0.06
Nagelkerke 0.14 0.11 0.24 0.14 0.10
n 715 469 469 469 469

＊＊ p<.01, ＊ p<.05, + p<.10

表3-2　65歳以上の手段的サポートを必要とする出来事の有無と各種サポートの有無の規定要因（2項ロジスティック回帰分析）
支援を必要
とする出来

事あり

支援を必要とする出来事があった回答者
家族・親族
サポート

非親族
サポート

専門機関
サポート 孤立型

exp（b） exp（b） exp（b） exp（b） exp（b）
性別（ref.男性） 女性 1.33 1.71 ＊ 1.29 1.13 0.56 ＊
年齢 65 〜 89 1.02 1.01 1.01 1.05 0.99
学歴（ref.高校卒） 中学校卒 1.30 1.12 1.49 0.71 0.93

大学卒 0.79 0.81 0.31 1.00 1.34
都市規模（ref.その他の市） 町村 1.42 + 0.97 1.16 0.64 1.08

大都市 0.94 1.31 0.30 1.96 0.91
健康状態 1：悪い〜 5：良い 0.53 ＊＊ 0.83 0.89 0.49 ＊ 1.32 +
就労状態（ref.非就労） 就労 0.92 1.05 2.85 ＊ 0.40 1.07
世帯収入のレベル 1：低い〜 5：高い 0.62 ＊＊ 1.04 1.45 1.52 0.80
きょうだい数 0人〜 6人以上 1.08 1.03 0.93 1.08 0.97
配偶者の有無（ref.有配偶） 無配偶 1.02 0.98 2.40 + 1.26 0.65
子との同居（ref.子と非同居） 既婚子と同居 1.81 ＊ 2.17 ＊ 0.82 0.20 ＊ 0.59 +

未婚子と同居 1.31 2.36 ＊＊ 0.71 0.91 0.52 ＊
子どもなし 0.42 ＊ 0.74 0.74 1.58 1.62

集団・組織参加（ref.非参加） 参加 1.02 0.82 0.93 1.77 1.11
友人との会食頻度（ref.年に数回以上） 週に1回以上 1.60 ＊ 0.78 2.34 0.50 1.32

年に1回以下 1.13 0.63 1.78 0.95 1.30
ケアが必要な家族の介護者（ref.いいえ） はい 3.33 ＊＊ 1.17 0.96 3.88 ＊＊ 0.59
家族・親族サポート（ref.なし） あり — — 0.72 1.22 —
非親族サポート（ref.なし） あり — — — 1.31 —
Cox & Snell 0.18 0.07 0.06 0.11 0.08
Nagelkerke 0.24 0.10 0.14 0.24 0.11
n 715 363 363 363 363

＊＊ p<.01, ＊ p<.05, + p<.10
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限定した，家族・親族からのサポートの有無の分
析では，世帯構成の効果が明確である。既婚子と
同居している場合に，家族・親族からの情緒的サ
ポートが得やすく，未婚子を含む子どもと同居し
ている場合に手段的サポートが得やすい。配偶者
がいない場合は，家族・親族からの情緒的サポー
トが得にくい。家族・親族からの手段的サポート
は，男性より女性で得やすい。
　非親族からの情緒的サポートについては，複数
の変数が有意な効果を示している。非親族サポー
トが得やすいのは男性よりも女性である。家族・
親族サポートの有無は，非親族サポートに有意な
効果を与えていないが，無配偶者で非親族サポー
トが高く，既婚子と同居している場合に非親族サ
ポートが低い傾向にあるため，緩やかな階層的補
完関係がみてとれる。非親族からの手段的サポー
トについては，有意な効果を示す変数が少ないが，
無配偶であることが非親族からのサポートを得る
要因になっていることは，情緒的サポートと共通
している。
　専門機関からの情緒的サポートについては，世
帯収入が高く，非親族サポートが得られない場合
に，サポートを得やすい。専門機関からの手段的
サポートについては，健康状態が悪く，既婚子と
同居しておらず，家族を介護している場合にサ
ポートが得やすい。専門機関からの手段的サポー
トの受領は，家族資源が乏しく，重度の手段的サ
ポートを必要とする場合に生じやすいことが分か
る。家族・親族サポートと非親族サポートの有無
が，専門機関からの手段的サポートの受領と負の
関連（インフォーマルなサポート・ネットワーク
からのサポートがあれば，専門機関サポートを受
けない）を示していない点は，階層的補完モデル
では説明しにくい。規定要因の構造から，重度の
手段的サポートを必要とする場合には，イン
フォーマルなサポート・ネットワークの状態にか
かわらず，課題特定モデルによって専門機関から
のサポートを受ける，ということが想定される。
なお，世帯収入の効果については，性別との交互
作用が認められ，女性で世帯収入が高いほど専門
機関からのサポートを受けやすい。この結果は大

和（2000）の知見と一致する。
　提供主体の回答パターンの組み合わせから析出
される「孤立型」の規定要因については，やはり
男性で孤立しやすいという結果が明確である。世
帯構成の効果も確認でき，子と同居していない高
齢男性に孤立リスクが高い。

　3　サポート・ネットワークと高齢者に対する
社会保障政策意識との関連

　表4は，高齢者に対する社会保障政策において
「国や自治体の責任」であるという意識を従属変
数とし，サポート・ネットワークを規定する諸要
因に加えて，サポート・ネットワーク類型を独立
変数に投入した重回帰分析の結果である。従属変
数が，手段的サポートにかかわる変数であるため，
サポート・ネットワーク類型は手段的サポートに
限定して投入している。高齢者に対する社会保障
政策の意識は，国民的な争点であるため，20 〜
89歳男女の結果と，65歳以上に限定した結果を示
す。65歳以上については，男性と女性で規定要因
に違いがあると予想できるため，男女別の結果も
示す。
　20 〜 89歳男女の結果を概観すると，年齢二乗
項がマイナスで有意であることから，年齢と「国
や自治体の責任」意識は逆U字型を示している。
すなわち中年層で高い。世帯収入が低く，有配偶
者であり，既婚子と同居し，加齢に対する不安感
が高い人が，「国や自治体の責任」を強調する傾
向にある。これらの変数をコントロールしてもサ
ポート・ネットワークの効果は有意である。サポー
トを必要としなかったグループに比べて，孤立型，
家族・親族限定型，専門機関内包型の回答者に，
「国や自治体の責任」を強調する傾向がある。
　65歳以上の男女別の結果をみると，興味深い傾
向が読み取れる。高齢男性の場合は，経済的資源
やインフォーマルなサポート・ネットワーク資源
が豊かな場合に，「国や自治体の責任」意識が低
下し，「個人や家族の責任」意識が高まる。これは，
階層的補完モデルに沿う結果である。「介護の社
会化」という趨勢がありながらも，高齢男性は本
音において，配偶者や子どもを中心とするイン



299Winter ’12 高齢者の社会的サポート・ネットワークと社会保障政策への意識

フォーマルなサポート源に頼りたいと考えている
ようだ。高齢女性の場合は，高齢男性と異なる結
果が浮かび上がる。子どもがいる場合，特に既婚
子と同居している場合に「国や自治体の責任」意
識が高まる。手段的サポート・ネットワークの効
果では，孤立型や専門機関内包型といったイン
フォーマルなサポート資源が不足している場合に
「国や自治体の責任」意識が高まるが，高齢男性
と違ってインフォーマルなネットワークに頼れて
も「国や自治体の責任」意識が低下するわけでは
ない。

Ⅵ　要約と考察

　本稿では，高齢者をめぐるサポート・ネットワー
クが着目される背景，および先行研究におけるサ
ポート・ネットワークの測定上の特徴や知見の整
理を行い，①若年層や中年層と比較して高齢層の
サポート・ネットワークがどのように異なるのか，
②高齢層のサポート・ネットワークはどのような
要因によって規定されるのか，③サポート・ネッ
トワークは高齢者に対する社会保障政策意識にど
のような関連をもつのか，を分析した。
　分析結果を要約すると，以下の点にまとめられ
る。①サポートを必要とする出来事の発生率は若

表4　高齢者に対する社会保障政策について「国や自治体の責任」意識を規定する要因（重回帰分析）
20 〜 89歳の

回答者
65歳以上の回答者

男女 男性 女性
b b b b

性別（ref.男性） 女性 0.01 −0.07 — —
年齢 0.01 −0.17 ＊ 0.08 −0.31 ＊
年齢二乗項 −0.03 ＊＊ −0.04 −0.16 0.06
学歴（ref.=高校卒） 中学校卒 0.04 0.06 0.10 0.08

大学卒 0.04 0.06 0.10 0.11
都市規模（ref.=その他の市） 町村 −0.03 0.03 0.14 −0.09

大都市 −0.02 −0.12 −0.26 + 0.05
健康状態 1：悪い〜 5：良い 0.01 −0.05 −0.15 ＊ 0.02
就労状態（ref.=正規雇用） 非正規雇用 −0.05 −0.04 −0.10 0.13

自営・家族従業 −0.10 0.05 −0.12 0.26
無職 −0.05 0.19 −0.08 0.52
失業 0.02 0.18 −0.20 0.85

世帯収入のレベル 1：低い〜 5：高い −0.09 ＊＊ −0.12 ＊ −0.22 ＊＊ −0.06
きょうだい数 0人〜 6人以上 −0.01 0.01 0.00 0.00
親と同居（ref.非同居） 同居 0.02 −0.51 + −0.61 ＊ 0.41
配偶者の有無（ref.有配偶） 無配偶 −0.11 + −0.02 −0.03 −0.03
子との同居（ref.=子と非同居） 既婚子と同居 0.20 ＊ 0.16 −0.18 0.31 ＊

未婚子と同居 0.04 0.15 0.26 + 0.05
子どもなし 0.05 −0.34 ＊ −0.09 −0.62 ＊＊

集団・組織参加（ref.非参加） 参加 −0.03 −0.10 −0.12 −0.05
友人との会食頻度（ref.年に数回以上） 週に1回以上 0.04 −0.01 −0.05 −0.03

年に1回以下 −0.07 −0.16 + −0.06 −0.26 +
ケアが必要な家族の介護者（ref.いいえ） はい −0.03 0.06 −0.05 0.24
加齢不安 1：低不安〜 5：高不安 0.16 ＊＊ 0.20 ＊＊ 0.28 ＊＊ 0.14 ＊
手段的的サポート（ref.必要とする出来事なし） 孤立型 0.12 + 0.20 + 0.10 0.33 +

家族・親族限定型 0.12 ＊ −0.04 −0.34 ＊ 0.16
非親族内包型 −0.02 −0.18 −0.76 ＊ 0.16
専門機関内包型 0.20 + 0.39 + 0.24 0.52 +

切片 3.53 ＊＊ 3.38 ＊＊ 4.00 ＊＊ 2.76 ＊＊
Adjusted R2 0.04 0.06 0.11 0.07
n 2,369 696 361 335

＊＊ p<.01, ＊ p<.05, + p<.10
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年層・中年層と比較して高齢層で低い。発生率は
健康状態や経済的要因に左右されやすい。②男女
ともに高齢層では非親族をサポート・ネットワー
クに内包するパターンが減少し，家族・親族限定
型や孤立型が増加する傾向にある。特に手段的サ
ポートでは，孤立型の増加が高齢層で顕著になる。
③高齢女性は高齢男性と比較して孤立型の割合が
少なくサポート資源が多様である。子と同居して
いない高齢男性の孤立リスクが最も高い。④情緒
的サポートでは，緩やかな階層的補完モデルが確
認できるが，手段的サポートでは専門機関からの
サポートにおいて，階層的補完モデルでは説明し
にくい結果がみられた。専門機関からのサポート
の専門性をインフォーマル・ネットワークでは補
完しきれない側面があることを示唆している。⑤
サポート・ネットワークの構造は，高齢者に対す
る社会保障政策意識に有意な効果を示している
が，その効果は男女によって異なる。高齢男性は
経済資源やサポート・ネットワーク資源が豊かな
場合に，「国や自治体の責任」，換言すれば「高齢
者扶養の社会化」意識が低下するが，高齢女性で
はそのような関連が弱く，むしろ，家族資源が豊
かな場合に社会化意識が高まる傾向にある。
　高齢男性がサポート・ネットワークから孤立し
やすいというのは，石田（2007）がJGSS-2003の
情緒的サポート・ネットワークの分析でも指摘し
ている。「男は他人に弱みを見せたり，感情を表
出してはならない」といった性別役割分業に基づ
く「男らしさ」の規範の存在が影響しているよう
に思われる。サポート・ネットワークの測定では，
サポートが必要な時に誰からもサポートが得られ
ない場合，サポートを求めたのに得られなかった
のか，それとも，サポートを求めなかったのか，
という微妙なニュアンスは区別できない。「男ら
しさ」の規範は，後者と関連する。高齢男性は困っ
たことがあれば，配偶者や子どもといった非常に
身近な他者にだけサポートを求め，そのようなサ
ポート源が不在の場合には，非親族資源に頼らず
に孤立してしまうのではないだろうか。
　世帯構成やサポート・ネットワークが，高齢者
に対する社会保障政策意識に及ぼす効果の男女差

は大和（2000）の知見と整合的である。階層が高
くサポート・ネットワーク資源が豊かな高齢男性
ほど，「ケアは家内領域で」というイデオロギー
が垣間見られる。今後，高齢期家族の単独・夫婦
世帯化がさらに進行し，実際にケアを担う40 〜
50歳代の中年層が高齢者扶養の社会化意識を強く
抱いていることを勘案すると，このような高齢男
性のイデオロギーは基盤を失うであろう。夫のケ
アを担う傾向が高い女性は，その負担を心得てい
るがゆえに，「子どもには迷惑をかけたくない」
と感じているのであり，ケアの外部化を先取りし
ているように思われる。公的社会保障制度や社会
福祉制度の推進も後押しして，そのような女性の
意識は男性の意識を変えていくことが予想され
る。2000年以降，国民全体に劇的に浸透した高齢
者扶養の社会化意識は，今後も高い割合で推移し
ていくものと思われる。国民の要求に答えられる
ような，かつ，一定のレベルで世代間の負担の公
平性を保ちうるような高齢者に対する社会保障制
度の設計〔小塩（2005）〕が必要であり，さらに，
高齢期の孤立リスク，特に孤独死にもつながりう
る高齢男性の孤立リスクを低減しうる実践的かつ
効果的な地域福祉の推進が求められている。
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注
1）調査票では「経済面」と「その他の手助け（例

えば，家事・育児・介護など）」に分けて手段的
サポートを尋ねているが，本稿ではこの回答を統
合して分析する。

2）この6区分以外に「その他」があるが，情緒サポー
トが3ケース，手段的サポートが1ケースしかなく，
指標から外した。

3）この2項目の相関係数は20 〜 89歳全体で.642，
クロンバックのαは.778。この2項目は手段的サ
ポートであるため，個別に分析せずに2項目の平
均値を分析する。

4）分析に使用した変数の定義と記述統計量は付表
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付表1　変数の定義と記述統計量（65歳以上771ケース）
変数の説明 Min. Max. Mean S.D.

情緒的サポート
支援を必要とする出来事あり 過去1年間，心配事を聞いてもらう出来事があった人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.66 0.48

家族・親族サポート サポートを必要とする出来事があった人のうち，同居家族かその他親族のいずれかに○をつ
けた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.71 0.45

非親族サポート サポートを必要とする出来事があった人のうち，職場の人，近所の人，友人のいずれかに○
をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.37 0.48

専門機関サポート サポートを必要とする出来事があった人のうち，専門職の人に○をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.04 0.20

手段的サポート

支援を必要とする出来事あり 過去1年間，経済面での助けや，その他の手助け（家事・育児・介護など）を必要とする出来
事があった人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.51 0.50

家族・親族サポート サポートを必要とする出来事があった人のうち，同居家族かその他親族のいずれかに○をつ
けた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.65 0.48

非親族サポート サポートを必要とする出来事があった人のうち，職場の人，近所の人，友人のいずれかに○
をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.07 0.26

専門機関サポート サポートを必要とする出来事があった人のうち，専門職の人に○をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.09 0.28

情緒的サポート類型（ref.出来事なし）

孤立型 サポートを必要とする出来事があった人のうち，だれからもサポートを受けなかった人が1，
それ以外が0 0.00 1.00 0.11 0.31

家族・親族限定型 同居家族かその他親族のいずれかにのみ○をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.29 0.45

非親族内包型 職場の人，近所の人，友人のいずれかに○をつけ，専門職の人に○をつけていない人が1，そ
れ以外が0 0.00 1.00 0.23 0.42

専門機関内包型 専門職の人に○をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.03 0.16

手段的サポート類型（ref.出来事なし）

孤立型 サポートを必要とする出来事があった人のうち，だれからもサポートを受けなかった人が1，
それ以外が0 0.00 1.00 0.15 0.36

家族・親族限定型 同居家族かその他親族のいずれかにのみ○をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.28 0.45

非親族内包型 職場の人，近所の人，友人のいずれかに○をつけ，専門職の人に○をつけていない人が1，そ
れ以外が0 0.00 1.00 0.03 0.18

専門機関内包型 専門職の人に○をつけた人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.04 0.20

社会保障政策意識 「高齢者の生活保障（生活費）」と「高齢者の医療・介護」の2項目（α＝.814）の平均値（1：
個人や家族の責任〜 5：国や自治体の責任）　 1.00 5.00 3.81 1.01

孤独感 0：まったく感じていない〜 3：とても感じている 0.00 3.00 0.94 0.85

女性 1：女性，0：男性 0.00 1.00 0.50 0.50

年齢 回答者の年齢（ただし，2乗項を同時投入する際は平均値でセンタリング） 65.00 89.00 73.22 6.00

学歴（ref.高校卒）
中学校卒 旧制高等小学卒以下または新制中学卒以下が1， それ以外が0 0.00 1.00 0.38 0.49

大学卒 旧制高校以上または新制短大・高専以上が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.20 0.40

都市規模（ref.その他の市）
町村 2000年時点の国勢調査で郡部だった地域が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.28 0.45

大都市 2000年時点の国勢調査で政令指定都市だった地域が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.15 0.36

健康状態 1：良くない〜 5：最高に良い 1.00 5.00 2.67 0.83

就労状態（ref.正規雇用）
非正規雇用 パート，アルバイト，内職，派遣社員が1，それ以外が0． 0.00 1.00 0.09 0.29

自営・家族従業 自営業主・自由業者，家族従業者が1，それ以外が0． 0.00 1.00 0.11 0.31

無職 仕事をしておらず，現在仕事を探していない人が1，それ以外が0． 0.00 1.00 0.73 0.44

失業 仕事をしておらず，現在仕事を探している人が1，それ以外が0． 0.00 1.00 0.01 0.11

世帯収入のレベル 世間一般と比べた主観的な世帯収入（1：平均よりかなり少ない〜 5：平均よりかなり多い） 1.00 5.00 2.52 0.87

きょうだい数 回答者本人のきょうだい数であり，6人以上は6とした 0.00 6.00 3.77 1.70

親と同居 同居世帯員に回答者の親が同居している人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.02 0.15

無配偶者 現在配偶者がいない人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.29 0.45

子との同居（ref.子と非同居）

既婚子と同居 同居世帯員に結婚している子どもが同居している人が1，それ以外が0。未婚子と既婚子の両
方と同居している場合も含む 0.00 1.00 0.18 0.39

未婚子と同居 同居世帯員に未婚の子どもが同居している人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.23 0.42

子どもなし 子どもがいない人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.07 0.26

集団・組織参加 政治関係の団体，業界団体，ボランティアグループ，市民運動グループ，宗教の団体，スポー
ツのクラブ，趣味の会のいずれかに所属している人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.46 0.50

友人との会食頻度（ref.年に数回以上）
週に1回以上 友人との直接接触が週に1回以上の人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.17 0.38

年に1回以下 友人との直接接触が年に1回以下の人が1，それ以外が0 0.00 1.00 0.29 0.45

加齢不安

「年をとるにつれて，自分で自分のことができなくなるのが心配だ」，「年をとるにつれて，
自分のことを他の人に決めてもらわなくてはならなくなるのが心配だ」，「年をとるにつれて，
他の人に経済的に依存しなくてはならなくなることは，大きな不安だ」の3項目（α=.820）
の平均値（1：強く反対〜 5：強く賛成）

1.00 5.00 3.67 0.83
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1である。分析の焦点となる65歳以上の対象者の
数値を示す。

5）4類型については，付表1のサポート類型を参照
のこと。
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